
別紙（10－3）

番号

執行額（千円）

258,846 235,232
ほか復興庁一括計上分2,326 

＜406,455,093＞ ＜261,788,438＞
ほか復興庁一括計上分＜3,299,430＞

計 （ 千 円 ）

304,753 390,219
ほか復興庁一括計上分 5,544 

＜420,175,124＞ ＜318,896,897＞
ほか復興庁一括計上分＜13,341,800＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

0 0
ほか復興庁一括計上分 0 

＜196,693,152＞ ＜△153,059,567＞
ほか復興庁一括計上分＜△1,369,412＞

ほか復興庁一括計上分 0 

＜117,730,000＞ ＜389,092,598＞ ＜0＞
ほか復興庁一括計上分＜0＞

0

予
算
の
状
況

補 正 予 算 （ 千 円 ）

1,940

0

0 124,767

＜82,863,866＞

＜250,913,966＞

265,452
ほか復興庁一括計上分5,544 

【政策ごとの予算額等】

24年度22年度

政策名

25年度

評価方式安全・安心で豊かな学校施設の整備推進

23年度

468,827 452,683

実績

26年度概算要求額

12

当 初 予 算 （ 千 円 ）

304,753

＜105,751,972＞

政策評価調書（個別票１）

政策評価結果の概算要求
への反映状況

【評価結果を踏まえた施策への反映方針】
（達成目標１）
公立学校における耐震化を進めるため、引き続き必要な予算の確保に努めるとともに、特に耐震化の遅れている地方公共団体の首長に対し、耐震化
の加速を要請する大臣書簡を発出するほか、職員が当該地方公共団体を個別に訪問して指導を行うなどの取組を推進する。
（達成目標２）
　非構造部材の耐震対策が進むよう、全国的な耐震点検及び耐震対策の実施状況を把握するとともに、必要な予算の確保に努める。特に、屋内運動
場等の天井等の落下防止対策については、地方公共団体が対策の要否を迅速かつ効率的に判断するため平成２５年８月に作成・公表した手引の周知
や、専門的技術者の養成のための講習会の開催等による技術的支援を行うとともに、必要な財政的支援と併せ、地方公共団体の取組をより一層推進
することで、対策を加速させる。
（達成目標３）
学校建築において求められている課題を把握し、調査研究の実施、事例収集、事例集の作成・展開、セミナー・シンポジウム等の実施を行うことに
より、地方公共団体や学校建築関係者に対する普及・啓発を一層推進する。

＜358,842,574＞

＜441,200,334＞

＜63,494,350＞

275,225

253,055

273,285

＜126,792,018＞

ほか復興庁一括計上分＜14,711,212＞

ほか復興庁一括計上分 2,467 

ほか復興庁一括計上分＜23,704,116＞

ほか復興庁一括計上分3,275 

ほか復興庁一括計上分＜29,319,891＞

＜196,003,442＞ ＜282,213,495＞



別紙（10-3）

番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 文部科学本省

● 2
東日本大震
災復興特別

復興庁

● 3 一般 文部科学本省所轄機関 ＜ ＞ ＜ ＞

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 一般 文部科学本省 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2
東日本大震
災復興特別

復興庁 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3
東日本大震
災復興特別

文部科学本省 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 一般 文部科学本省 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

政策名 安全・安心で豊かな学校施設の整備推進 12

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
25年度

当初予算額
26年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

初等中等教育等振興費 学校施設の整備推進に必要な経費 468,827 452,683

教育・科学技術等復興政策費 学校施設の整備推進に必要な経費 3,275 2,467

国立教育政策研究所 教育政策の基礎的な調査研究に必要な経費 1,856,242 1,804,295

小計
472,102 455,150

＜1,856,242＞ の内数 ＜1,804,295＞ の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
の内数 の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

公立文教施設整備費 公立文教施設整備に必要な経費 60,657,200 152,357,200

教育・科学技術等復興事業費 公立文教施設整備に必要な経費 29,319,891 23,704,116

公立文教施設整備費 公立文教施設整備に必要な経費 66,745,000 128,052,000

小計 ＜156,722,091＞ の内数 ＜304,113,316＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

防災対策等推進東日本大震災復興特
別会計へ繰入

公立文教施設整備費の財源の東日本大震災復興特別会計
へ繰入れに必要な経費

66,745,000

合計
472,102 455,150

＜225,323,333＞ の内数 ＜305,917,611＞ の内数

＜66,745,000＞ の内数 の内数
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 12
（千円）

25年度
当初
予算額

26年度
概算要求額

増減

政策評価調書（個別票3）

政策名 安全・安心で豊かな学校施設の整備推進

事務事業名 整理番号

予算額

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額) 政策評価結果の概算要求への反映内容

合計


